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During dredging of contaminated sediment as an environmental countermeasure, it is important to prevent secondary
environmental pollution caused by turbidity generation. Especially, protection against dioxin diffusion should require control
of suspended solids (SS). In this paper, "environmental dreading method" and " real-time waterquality monitoring system"
we have developed were reported, that have been found suitable to practical application. As the result of on-site investigation,
actual measurements of turbidity during the "environmental dreading method" demonstrated that it could effectively reduce
turbidity compared to previously established methods. In addition, a new real-time water quality (SS) monitoring technique
and a framework of its operation combined with an environmental dredging were proposed.
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1.　は じめ に

ダイオキシン類による環境汚染問題は社会的に関

心を呼んでお り,特 に底質においては,魚 介類を経

由して人体への蓄積の恐れがあることか ら対策が急

務となっている.こ の中で汚染底質の浚渫除去は,

最もリスク低減効果の高い対策手法といわれている

が,施 工にあたっては,浚 渫精度,浚 渫時の汚濁の

拡散防止,モ ニタリング手法などの点で,従 来技術

よりもさらに高度な浚渫技術が要求されている.

このような背景のもと,汚 染底質の環境浚渫を水

質の二次汚染を最大限抑制して安全に行 うことを目

的とした 「環境浚渫工法」,「 リアルタイム汚濁監

視 システム」1)の新技術 を開発 し、実際の施工にお

いて効果を確認 したので,そ の結果を紹介する.

また実際に得 られた浚渫時の濁 りの発生量(発 生

原単位)と 簡易な拡散公式を利用することで,ダ イ

オキシン類汚染底質対策を安全に進めるためのモニ

タリング手法を提案するものである.

2.　環境浚渫 工法(END工 法)

(1)　ダイオキシン類汚染底質浚渫時の課題

ダイオキシン類は底質の表層数m以 内の比較的浅

い部分に堆積していることか ら,汚 染された部分だ

け余堀 りを少な く確実に浚渫除去できる技術が望ま

れる.ま たダイオキシン類は水溶解度は低 く,底 質

中の微粒子に吸着 して移動することが多いことから,

浚渫時の濁 りの発生はそのまま水質の二次汚染につ

ながることになる.

「環境浚渫工法=END(ENvironmental Dredging)

工法」は従来の課題であった汚染底質の効率的な除

去,濁 り発生の低減可能な新しい浚渫技術である.

(2)　環境浚渫工法の特長

END工 法の一番の特長は,ユ ニークな形状の 「環

境浚渫グラブ」による(1)薄層水平掘削機構および(2)

汚濁発生抑制機構である.図-1に 従来型グラブとの

掘削機構の相違を示す.

環境浚渫

グラブ

従来型

グラブ

図-1　浚渫機構 の相違
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a)　薄層水平掘削機構

従来型グラブにおいては,グ ラブの構造上掘削断

面は円弧上 となり,計 画深度を確保するためには約

50cm程 度の余掘厚が必要であった.一 方,環 境浚渫

グラブは,特 別な操作なくグラブを吊り上げるだけ

で刃先が水平に閉じる機構になってお り,層 厚30～

40cmで の薄層水平浚渫が可能である.ま た1掘 削当

たりの掘削面の凸凹は10cm～20cmと 非常に小さく,

埋立処分土量を大幅に低減することができる.

b)　汚濁発生抑制機構

写真-1に 示すように,環 境浚渫グラブはサイ ドプ

レー トがオーバーラップして閉じる構造になってお

り,密 閉性が非常に高い.ま たグラブ先端には刃先

が完全に閉じたことを確認するための装置が取 り付

けられてお り,異 物等の噛み込みによる浚渫土砂の

漏れを未然に防げる.

次に水平掘削機構により,グ ラブの刃先しか掘削

面に接 しないため,接 触面積が広い従来型グラブよ

り,グ ラブ上昇時の吸い上げや付着 した泥による濁

りの発生も低減できる(図-1参 照).

さらにグラブ側面には,ベ ンチ レーティングシス

テムが設けられてお り,グ ラブ降下時 にはプレー ト

が開き,着 底時の水圧を低減させ浮泥の巻き上げを

防止するとともに,上 昇時にはプレー トが閉じ,密

閉性を保てるようになっている.図-2に,ベ ンチ

レーティングシステムを示す.

写真-1　環境浚渫グラブの形状

図-2　 ベ ンチ レー テ ィ ン グ シ ステ ム

また新たに開発した 「浚渫管理システム」により,

余剰水の少ない高濃度浚渫を可能 とした こともEND

工法の大きな特長のひとつである.

3.　汚濁発生原単位 の現地調査事例

(1)　調査手順

END工 法による汚濁発生低減効果を検証すること

を目的に,実 際の工事において汚濁拡散の状況 を調

査 した.調 査場所は、 日本で初めてEND工 法を本工

事に採用 した 「広島港出島地区航路(-14m)浚 渫工

事」である.

<施 工概要>
・名 称:広 島港出島地区航路(-14m)浚 渫工事

(以下,出 島浚渫工事 とよぶ)
・発 注 者:国 土交通省中国地方整備局

・工 期:平 成15年4月28日 ～9月12日

・浚渫面積:75 ,083m2
・浚渫土量:6 ,621m3
・浚渫深度:C .D.L-14.0m

ここでの調査結果は,汚 濁発生原単位としてまと

めた.汚 濁発生原単位 とは,各 浚渫工法による濁 り

の発生量を算出し濁 りの拡散を予測するための指標

である.

現地調査の手順を図-3に 示す.現 地調査は,事 前

調査および本調査か らなる.事 前調査は,本 調査時

の汚濁調査ライン,測 定 日時の決定を目的に,本 調

査は,汚 濁発生原単位の算定,汚 濁拡散調査および

予測を目的に実施した.

図-3　調査手順

(2)　事前調査

a)　STEP1海 象状況調査

大潮時に測定した流向 ・流速の測定結果の一例を

図-4に示す.流 向は,満 潮時か ら干潮時までに180

度変化することを確認 した.結 果より,本 調査の調

査時期は,上 げ潮時の2時 間とした.

図-4　流向 ・流速の測定結果の一例
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b)　STEP2濁 度調査

浚渫により発生する全量のSSが 汚濁測定ライ ンを

通過することが条件のため,浚 渫位置の流向に直行

する測定 ラインの両端の濁度は,バ ックグラウン ド

(以下BGと よぶ)の 濁度 とほぼ等 しくなければな

らない.事 前調査の濁度測定結果より,本 調査の汚

濁測定ライン延長を100mと した(図-6,図-7参 照).

(3)　本調査

a)　STEP3底 質の物性調査および濁度計別のSSと

濁度の相関関係の把握

表-1に,浚 渫場所の底質の土質試験結果を示す.

今回浚渫 した底質は,非 常に軟弱な粘土であり,汚

濁が拡散しやすい性質を有していた.

表-1　浚渫位置の底質調査結果

図-5に,上 記底質および調査に利用 した濁度計を

用いた濁度～SS濃 度の相関の一例を示す.全 ての濁

度計で濁度～SS濃度の間に良い相関が得られた.

図-5　濁度計のSS濃度と濁度の相関

b)　STEP4濁 度,流 向 ・流速の測定

汚濁 発生原単位算定 のための調査測点 は,浚 渫位

置 前方c点 を中心 と して,a～e点 の5測 点 を25m間 隔

に配置 し,延 長100mの 測定 ライ ンを設定 した.こ こ

で,調 査 ライ ン両端 のa,e点 はBGと 同様 になるよ う

に設定 して いる.ま た,汚 濁拡 散の調査測点 は,浚

渫位 置前方 の延長 線 上50mをf点,100mの 地点 をg点

とした.調 査深度 は,水 面か ら-1.0m,-3.0m,
-6 .0m,-9.0m,-12.0m,-15.0m(-15.5m)を 濁度 測

定 層 とした.調 査測点 の平面配 置 を図-6に,断 面配

置 を図-7に 示す。

図-6　汚濁測定ラインの平面配置図

図-7　汚濁測定ラインの断面配置図

表-2に,浚 渫 によって 生 じた汚濁測 定 ライ ンにお

けるSS濃 度(濁 度よ り換算)の 平均値 を示す.平 均

値 とは,実 験期 間 中に3分 間 隔で測定 した濁度 を平

均 した値で ある.ま た,こ のSS濃 度 は,同 位置での

BG値 のSS濃 度 を差 し引いた値 であ り,浚 渫 によ る影

響のみ を表現 して いる.

そ の結果,浚 渫位 置直 近 のC点 を中心 に濁 りが発

生 してお り,C点 の最下層 の平均SS濃 度 は15.9mg/1,

下層～ 上層にか けて は4.6～9.4mg/1,上 層では1.2

mg/1と なった.ま た,浚 渫位置 か ら25m離 れたB点,C

点 は0.0～1.6mg/1のSS濃 度 と低 い値 を示 した.な

お,BGを 差 し引いたSS濃 度が負 になった測 定点は,

ND(Not Detected)と した.

表-2　汚濁測定ラインのSS濃度(平 均値)の 結果

c)　STEP5結 果の整理

汚濁調査結果よ り,汚 濁発生量と汚濁発生原単位

を次式2)により求める.
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・汚濁発生量算出式

(1)

Wo:濁 りの発生量(t/h)

S:測 定 ライ ンを通過す るBG値 を差 し引いた

平均SS濃 度(mg/1)

B:測 定 ライ ンにお ける濁 りの領域幅(m)

H:水 深(m)

u:流 速(m/h)

・汚濁発生原単位算出式

(2)
ω01:測 定 ライ ン位置での汚濁発生原単位

(t/m3)

Qo:取 扱土砂量(m3/h)

汚濁発生原単位は,浚 渫工法,取 扱土砂量が同じ

であっても現地の流速および土質によって大きく変

動する.そ こで,砂 とシル ト以下の境界である粒子

径d=74μmと それ に相 当す る汚濁 限界流速u=

7cm/sに よって次式で標準化する.

・汚濁発生原単位標準化の式

(3)
ωo:標 準化 した汚濁発生原単位(t/m3)

ω01:現 地の流況下で求めた汚濁発生原単位

R74:取 り扱い土砂の粒子径74μm以 下の粒径加

積百分率(%)

R01:現 地の流速に対応する粒子径以下の粒径

加積百分率(%)

表-3に,上 記の計算式よ り求めたEND工 法の汚濁

発生量および汚濁発生原単位と,ほ ぼ同一容量の普

通グラブ(従 来型グラブ)の 汚濁発生原単位とを比

較 して示す.ま た,表-4は,過 去に調査されたグラ

ブ容量および取扱土質の異なる普通グラブ浚渫によ

る汚濁発生原単位 ωoの平均値を示 したものである.

これ らの結果より,END工 法は普通グラブと比較

し濁 りの発生が少ないことがわかる.

表-3　END工 法の汚濁発生量,汚 濁発生原単位3)

表-4　普通グラブ浚渫工法の汚濁発生原単位の

平均値(流 速=7cm/s)4)

4.　 リアル タイム汚 濁監視 システ ム

(1)　浚渫時の水質モニタ リングの考え方

図-8お よび表-5に,ダ イオキシン類汚染底質の浚

渫時の水質モニタリングの基本的な考 え方5)を示す.

図-8　浚渫 ・掘削水域における基本監視点と

補助監視点の設定例5)

表-5　基本監視点及び補助監視点での監視基準5)

工事中の水質モニタリングの目的は,浚 渫による

汚濁発生に伴う環境への二次汚染を防止することに

ある。そのため,工 事水域と一般水域との境界に設

けた 「基本監視点」 において,ダ イオキシン類の水

質環境基準(1pg-TEQ/l)を 超過しないことを常に

確認する必要がある.

ここで,水 質ダイオキシン類のリアルタイム分析

は現段階では困難であることか ら,事 前にダイオキ

シン類 と濁度の相関を確認した上で,濁 度を指標と

して濁度計で監視することになる.ま たこれ らのモ

ニタリングを安全側で行 うために,基 本監視点 と工

事地点 との間に 「補助監視点」を設け,ダ イオキシ

ン類と濁度 との相関および浚渫箇所からの汚濁拡散

計算等に基づき補助監視点での監視基準値を設定し,

これらの基準値で監視する必要がある.

(2)　リアルタイム汚濁監視システム

従来,浚 渫施工時の濁 りの監視は,1日 に4回,交

通船で補助監視点に行き,濁 度計を吊 り下げて濁度

計測するのが一般的であった.た だし,ダ イオキシ

ン類で高濃度に汚染された底質においては,わ ずか

な濁 りの発生が水質汚染に結びつくため,1日 に数

回の観測では施工時の安全性を担保することが困難

であると思われた.そ こで,施 工時の水質環境を高

精度かつ リアルタイムに一元管理できる 「リアルタ

イム汚濁監視 システム」1)を開発した.

写真-2に,シ ステムのうち洋上観測装置を示す.

洋上観測装置は,フ ロー ト上の電源装置,デ ータ通

信装置および水中に吊 り下げたセ ンサー類(こ こで

は濁度計,流 向流速計),係 留用備品からなる.

本 システムの特長は,洋 上観測装置で連続的に計

測 している濁度および流向 ・流速のデータを,無 線

LANに よ りリアルタイムで集中管理システムに通信

することにより,施 工へのフィー ドバ ックを可能に
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した点である.例 えば,当 システムを前述の補助監

視点 に設置 した場合,浚 渫船のオペ レータは,写

真-3に 示す監視画面で常に監視基準値 と濁 りの発生

量とを確認しなが ら作業を行うことができ,濁 りの

発生量が監視基準値に近づいて来ている場合には施

工速度を遅 くするな ど,施 工への迅速なフィー ド

バックが可能である.

本システムも,前 述の 「出島浚渫工事」の実施工

で使用し,現 場への適用性を確認している.

写真-2　洋上観測システム 写真-3　監視画面

5.　浚渫工 法 と水 質モニタ リング手法の提案

(1)　新 しい環境浚渫システムの提案

ここでは実際にダイオキシン類汚染底質を浚渫除

去することを想定 し,底 質の汚染濃度に応 じた浚渫

工法の選定方法,監 視点の設置方法,施 工時のモニ

タリング方法について,ケ ーススタディに基づき提

案を行 う.

(2)　底質の汚染濃度と浚渫工法の選定

a)　汚濁拡散予測

浚渫技術の適用性は,浚 渫による濁 りの発生量に

基づいた拡散計算を行い,基 本監視点で水質環境基

準を満足できるかどうかで判断する.

以下に,END工 法と普通グラブ浚渫工法の発生原単

位を用いて汚濁拡散予測を実施した結果を示す.拡

散予測式には様々なモデルがあるが,こ こでは汚濁

発生量,拡 散係数,水 深,流 速等を入力す ることで

簡易に求められる解析解の代表的な拡散モデルであ

るFick一岩井の計算式2)を用いた.

(1)　汚濁拡散予測式

(4)

S(X):拡 散距離X地 点のSS濃 度(mg/1)

H:水 深(cm)

K:水 平方向拡散係数(cm2/s)

U:平 均 流速(cm/s)

X:発 生源か らの距離(cm)

(5)

qo:連 続 的SS発 生量(g/s)

w:現 場 における発生原単位(t/m3)

Qs:取 扱土砂量(m3/h)

(2)　設定条件

計算 に用 いたパ ラメータは,出 島浚渫 工事 の施工

条件 と同様 にした.
・1時間 当 りの浚渫量:85 .3m3/h
・平均流速:5 .8cm/s
・水平方向拡散係数:961cm2/s(広 島湾)2)

・水深:17 .0m

・粒径:シ ル ト分以下100%

・汚濁発生原単位:

END工 法7.13×10-3t/m3

普通 グラブ浚渫工法38.00×10-3t/m3
・汚濁防止枠 の効果:除 去率60%と 仮定

(3)　汚濁拡散計算結果

上記条件による汚濁拡散計算結果の例を図-9に 示

す.END工 法は普通 グラブ浚渫工法 と比較 し汚濁拡

散が少ないことが確認できる.ま た出島浚渫工事の

汚濁拡散調査で得 られた実測値は,50mのf地 点で

1.3mg/1,100mのg点 で0.3mg/1と なった.数 値は,

f点,g点 で測定 したSS濃 度を全深度で平均 したもの

である.実 測値は,予 測値よ り下回る結果となった.

図-9　汚濁拡散計算結果の例

b)　SS濃度と水質ダイオキシン類濃度の関係

ダイオキシン類は水溶性は低く,底 質中の微粒子

に吸着 して移動することが多いことか ら,水 質中の

SS濃度がすべて底質由来であると仮定した場合の水

質ダイオキシン類濃度は次式で表せる6).

水 質 ダ イオキシン類 濃 度=a×b×10-3 (6)

a:底 質 ダイ オキシ ン類濃度(pg-TEQ/g)

b:SS濃 度(mg/l)

ただし上式は簡易的な算定式であり,実 際にはSS

の発生源となる微粒子ほどダイオキシン類濃度が高

いことか ら,何 らかの安全率を乗じる必要がある.

これ らの値は底質によ り異なるものであ り,濁 度に

よる水質監視を実施するためには,事 前に浚渫箇所

の底質を採取 し,公 定法やバイオアッセイ7)等の簡

易法によりSS濃度(濁 度)と 水質ダイオキシン類濃

度の相関を確認 してお くことが何よ りも重要である.

c)　浚渫技術の適用性検討

前に示 した汚濁拡散計算 と,汚 濁と水質ダイオキ
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シン類濃度の関係か ら浚渫技術の適用性を検討する.

例えば底質ダイオキシン類濃度を1,000pg-TEQ/g

とした場合,(6)式 によ り推定 した,各 浚渫工法の

水質ダイオキシン類濃度分布は表-6の ようになる.

これ らの結果よ り,例 えば基準監視点を浚渫位置か

ら300m離 れた地点に設定 した場合,END工 法 と汚濁

防止枠 を用 いて浚渫 すれば,環 境基準値 の1pg-

TEQ/1を 満たして施工できることがわかる.

また基準監視点が浚渫 箇所か ら近 く,監 視基準値

を満足できない場合 には,時 間当た りの浚渫土量を

低減するか,あ るいは汚濁防止膜を設置するなどし

て,再 度汚濁拡散計算を実施する必要がある.

表-6　浚渫位置か らの距離 と,(6)式 より推定 した水質

ダイオキシン類濃度

(3)　計測の限界を考慮した補助監視点の設定

実際の施工においては,リ アルタイムで測定が可

能な濁度で監視を行 うことになる.た だし水中での

濁度を正確 に連続測定することは困難であり,BGと

の差+2.0程 度が監視の限界と考えられる.よ って

高濃度汚染底質で,BG+2.0程 度のわずかな濁 りの

発生により水質ダイオキシン類基準を超過する場合

には注意が必要である.

表-7に,補 助監視点でBG+2.0を 検知 した場合の,

基本監視点での水質ダイオキシン類濃度を示す.計

算に用いたパ ラメータは前項 と同様であり,底 質ダ

イオキシン類濃度1,000pg-TEQ/g,SSと 濁度は同じ

値であると仮定 している.同 表より,例 えば補助監

視点が100mの 位置の場合は,補 助監視点でBG+2.0

を検知した時には基準監視点ではすでに監視基準値

を超えてしまっていることになる.よ って補助監視

点が浚渫位置に近づ くほど安全側の管理であり,現

実的には補助監視点を浚渫 位置か ら30～50m程 度 に

設定することが妥当と考えられる.

表-7　補助監視点の位置と基準監視点での

水質ダイオキシン類濃度

(4)　リアルタイムモニタリングシステムの利用

上記手法によ り浚渫工法および基本監視点,補 助

監視点の位置を決定 し,「 リアルタイム汚濁監視シ

ステム」によ り浚渫時の汚濁の発生状況を常に監視

す る.監 視 システム の設置場 所は補助監視点 の位置

とし,濁 度計の計測誤差 を考 慮 した安全な監視基準

値 を設定 した うえで,汚 濁拡 散計算 によ り基準監視

点 での水質ダイオキ シン類濃 度の予測 を行 う.今 回

の試 算 による と,底 質 が1,000pg-TEQ/gま でで あれ

ば,END工 法+汚 濁 防止枠 と リアル タイム監視 装置

を補 助監視 点50mに1機 を設置す る ことで,水 質へ

の二次汚染 な く安全な浚渫 施 工の可能性 を提示でき

た.ま た汚染濃 度が高 くわず かな濁 りの発生 によ り

監視基準 を超過す る場合 には,扱 い土 量を少な くす

るとともに,補 助 監視点 を浚渫地点 と基 準監視 点の

間 に2ヶ 所設置するな どの工夫が必 要である.

6.　 お わ りに

汚染底質の効率 的な除去,高 濃度浚渫,さ らに濁

り発 生 の低減 が 可能 な 「環境 浚渫 工 法」 の 開発 を

行 った.出 島浚渫 工事 において,「 環境浚渫 工法」

は従 来の普通 グラブ と比較 して汚濁発生原単位 を10

分 の1程 度 に抑 制で きる こ とを確認 した.ま た,浚

渫 時 における水質モニ タ リング手法 として,「 リア

ル タイム汚濁監視 システム」 の開発 を行 った.

これ らの結果 を用 いて,ダ イオキシ ン類 汚染底質

を浚渫 す る場 合 に,水 質へ の二次 汚染 を防止 しなが

ら安全 に施 工を実施す るた めのモニタ リング手法の

考 え方 を示 した.今 後 も更 にシステム向上のための

開発 を進 め,施 工性 や環境影響評価 な どのデータを

蓄積 して いく予定である.

最後 に,本 検討 は出島浚 渫工事 の汚濁測定結果 を

用 いて ダイオキ シ ン類 濃度の推定方法 を示 している

が,当 現場区域 にお いて底 質汚染 は全 く報告 されて

いない ことを明記 してお く.
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